（別添３）
６５歳以上７５歳未満で老人医療の対象となっている方々へのお知らせ（例）
１　被保険者資格について
· 現在、６５歳以上７５歳未満の方で市町村長の障害認定を受け、老人医療の対象となっている方は、４月からは、後期高齢者医療広域連合（以下「広域連合」という。）の障害認定を受けた方とみなされ、後期高齢者医療制度の被保険者となります。
　　この場合、被用者保険に加入されている方は、勤め先を経由して被用者保険の保険者（社会保険事務所、健保組合、共済組合等）に対し、資格喪失の届出（被扶養者の方は被扶養者異動届）を行ってください。
· しかしながら、障害認定の申請を撤回する旨を３月３１日までに市町村に申し出ることにより、４月１日以降は後期高齢者医療制度に加入せず、現行の国民健康保険又は被用者保険に引き続き加入することもできます。
この申し出は、３月３１日をもって申請を撤回する旨を、３月３１日以前のいつでも申し出ることが可能です。この場合、３月３１日までは老人医療の対象となります。
· なお、被用者保険に加入されている方が、市町村に障害認定の申請を撤回する申し出を行った場合には、これと同時に、勤め先を経由して被用者保険の保険者（社会保険事務所、健保組合、共済組合等）に対し、障害認定の申請を撤回する申し出を行った旨を届け出てください。
· また、後期高齢者医療制度に加入した後でも、広域連合へ障害認定の申請の撤回を申し出ることができます。その場合には、この申し出を受けて広域連合が障害認定を取り消した日から、後期高齢者医療制度を脱退し、国民健康保険又は被用者保険に加入することになります。
２　保険料負担について
（１）制度施行前に障害認定の申請を撤回する申し出をされた方について
· ３月３１日までに障害認定の申請を撤回する申し出をされた方は、４月以降も、引き続き、現行の国民健康保険又は被用者保険に加入し、各制度の保険料をお支払いいただくことになります。（被用者保険の被扶養者である方は、保険料負担は生じません。）
· ただし、１月下旬から３月３１日までの間に障害認定の申請を撤回する申し出をされた方は、保険料徴収に関する事務処理上の都合により、原則として、４月に支払われる年金から後期高齢者医療の保険料の徴収が行われます。これらの方々については、６月の年金支払時には保険料の徴収は行われず、○月に、徴収された後期高齢者医療保険料を還付します。
　一方、引き続き加入する国民健康保険又は被用者保険の保険料については、４月以降も、現行と同様に、各制度の保険料をお支払いいただくことになります。（被用者保険の被扶養者である方は、保険料負担は生じません。）
＜すべての６５歳以上７５歳未満の老人医療受給対象者について特別徴収依頼を行わない場合のお知らせ（例）＞
· ３月３１日までに障害認定の申請を撤回する申し出をされた方は、４月以降も、引き続き、現行の国民健康保険又は被用者保険に加入し、各制度の保険料をお支払いいただくことになります。（被用者保険の被扶養者である方は、保険料負担は生じません。）
（２）制度施行後に障害認定の申請を撤回する申し出をされた方について
· 制度施行後に障害認定の申請を撤回する申し出をされた方については、年金から後期高齢者医療の保険料の徴収が行われている場合には、原則として、保険料徴収に関する事務処理上の都合により、申し出をされてから２ヶ月程度経過した後に、年金からの後期高齢者医療の保険料の徴収が中止されます。なお、後期高齢者医療の保険料は、加入期間に応じて月割り計算され、徴収した保険料が、月割計算された保険料額を超える場合は、その超えた額を還付させていただきます。
また、納付書や口座振替等の方法により個別にお支払いいただいていた方については、原則として、障害認定の申請を撤回する申し出以後に到来する納付月からは、後期高齢者医療保険料を、お支払いいただく必要はありません。
· 障害認定の申請を撤回する申し出を受け、障害認定が取り消された日から、後期高齢者医療制度からは脱退し、それ以後、国民健康保険又は被用者保険に加入し、各制度の保険料をお支払いいただくことになります。（被用者保険の被扶養者となる方は、保険料負担は生じません。）
【参考】後期高齢者医療制度について
· 後期高齢者医療制度では、被保険者一人ひとりに保険料を負担していただきます。保険料は、お住まいの都道府県にある後期高齢者医療広域連合が決定し、被保険者全員に支払っていただきますが、年金が一定額以上の方は、年金の支払期（偶数月）ごとに、年金から自動的に保険料が支払われます。被用者保険の被扶養者であった方は、新たに保険料を負担していただくこととなりますが、制度加入時から２年間は、保険料が「被保険者均等割の半額」に軽減されます。なお、平成２０年度は、政府において、被用者保険の被扶養者であった方は、最初の半年間は保険料負担を凍結し、残りの半年間は９割軽減した額とする特別措置が講じられます。
　　また、医療機関での窓口負担は、現行と同様、１割負担（現役並みに所得のある方は３割負担）となり、所得に応じた月ごとの自己負担限度額が設けられます。
· 一方、６５歳以上７５歳未満の方で老人医療の対象となっている方が、障害認定の申請を撤回する申し出をして、後期高齢者医療制度に加入しない場合には、国民健康保険に加入している方及び被用者保険に加入する被保険者本人の方は、現行制度と同様に、保険料を負担していただきます。（国民健康保険に加入している方は、世帯主を通じて保険料を納付していただきます。）一方、被用者保険の被扶養者である方は、今までと同様に、保険料の負担がありません。
また、医療機関での窓口負担は、６５歳以上７０歳未満の方は３割負担、７０歳以上７５歳未満の方は２割負担（現役並みに所得のある方は３割）となり、所得に応じた月ごとの自己負担限度額が設けられています。なお、平成２０年度には、政府において、７０歳以上７５歳未満の方は１割負担に据え置く特別措置が講じられます。
